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 本工事は、入札を原則として電子入札シス
テムで行う対象工事であり、阪神高速道路株
式会社ホームページに掲載の電子入札運用基
準を適用する。なお、例外的に電子入札によ
りがたい者は、競争参加資格確認申請書及び
添付書類（以下「申請書等」という。）の提出
時までに、同基準に基づき阪神高速道路株式
会社（以下、旧阪神高速道路公団を含め、「阪
神高速」という。）の承諾を得て紙入札方式に
よることができる。
ただし、紙入札方式は一般書留、簡易書留
又は民間事業者による信書の送達に関する法
律第２条第６項に規定する一般信書便事業者
若しくは同条第９項に規定する特定信書便事
業者による同条第２項に規定する信書便（以
下「郵送等」という。）による入札のみとし、
直接（持参）入札は認めない。

２ 競争参加資格 次に掲げる条件をすべて満た
している者であること。
 本工事を対象に定める技術的要件
 一般競争参加資格の認定 令和３年３月
31日時点において、阪神高速における「土
木」に係る平成31・32年度の一般競争参加
資格の認定を受けていること。
 施工能力点 阪神高速における「土木」
に係る一般競争参加資格の認定の際に客観
的事項について算出した点数（施工能力点）
が1200点以上の単体又は２者若しくは３
者の特定建設工事共同企業体であること。
 地域要件 地域要件は設定しない。
 施工実績 平成17年度以降（過去15年度）
に、元請けとして、下記に示す同種工事の
施工実績（完成し引渡しが済んでいるもの
に限る。以下同じ。）を有すること。なお、
共同企業体としての施工実績の場合は、出
資比率が20％以上の場合のものに限る。ま
た、阪神高速が発注した工事の場合は、工
事成績評定点が65点未満の工事は施工実績
として認めない。国、地方公共団体及び公

共工事の入札契約の適正化の促進に関する
法律第２条第１項の政令で定める法人（以
下「他の機関」という。）が発注した工事の
場合は、他の機関が施工実績として認めな
い点数の工事も施工実績として認めない。
また、特定建設工事共同企業体にあっては、
代表者及びその他の構成員が、平成17年度
以降（過去15年度）に、元請けとして、下
記に示す工事の施工実績を有すること。な
お、令和元年度末において、新型コロナウ
イルス感染症の感染拡大防止のため一時中
止措置等を行ったことにより完成していな
い工事についても、評価の対象とする。
１）単体の場合 下記に示す施工実績を有
すること。
・内空断面積100以上の道路又は鉄道、
あるいは共同溝の開削トンネル工事

２）特定建設工事共同企業体の場合
ア）代表者は上記に同じ。
イ）構成員は下記に示す施工実績を有す
ること。
・道路又は鉄道、あるいは共同溝の開削
トンネル工事

 配置予定技術者 次に掲げる基準を満た
す監理技術者又は主任技術者（以下「監理
技術者等」という。）を本工事の工期の開始
時から専任で配置できること。
１）下記に示すいずれかの資格を有する者、
又はこれと同等以上の資格を有するもの
と国土交通大臣が認定した者であるこ
と。
・一級土木施工管理技士
・技術士（建設部門）
２）平成17年度以降（過去15年度）に、元
請けの現場代理人、監理技術者、主任技
術者又は担当技術者として、下記に示す
同種工事の工事経験を有する者であるこ
と。評価対象期間に産前休業、産後休業、
育児休業、介護休業及び傷病休業を取得

した場合は、休業期間に応じて工事経験
として求める期間を１年単位で延長する
ための申請を行うことができる。なお、
工事経験の取り扱いは、上記の施工実
績の取り扱いに同じ。
「同種工事」
・道路又は鉄道、あるいは共同溝の開削
トンネル工事

３）監理技術者の配置が必要となる工事の
場合、配置予定技術者は、監理技術者資
格者証及び監理技術者講習修了証を有す
る者であること。
４）専任の監理技術者等にあっては、入札
参加希望者と直接的かつ恒常的な雇用関
係にあること。なお、恒常的な雇用関係
とは、申請書等提出日以前に３か月以上
の雇用関係にあることをいう。

 技術提案書及び品質確保体制確認書 本工
事における技術提案（技術的所見）を記載し
た技術提案書及び品質確保のための体制に関
する内容を記載した品質確保体制確認書（以
下「技術提案書等」という。）が適切であるこ
と。また、技術提案書等は自己の責任におい
て作成を行うこと。なお、技術提案書等が他
の競争参加者のものと酷似していると認めら
れる場合は、当該項目について最低評価とす
る。なお、詳細については、入札説明書を参
照すること。
 阪神高速道路株式会社契約規則第６条
阪神高速道路株式会社契約規則（平成23年
阪神高速規則第10号）第６条の規定に該当し
ない者であること。

 競争参加停止措置 申請書等の提出期限日
から開札時までの期間に、阪神高速道路株式
会社競争参加停止等取扱要領に基づく競争参
加停止措置（以下「競争参加停止措置」とい
う。）を受けていないこと。
 暴力団等排除措置規則 申請書等の提出期
限日から開札時までの期間に、阪神高速道路
株式会社暴力団等排除措置規則に基づく入札
等除外措置を受けておらず、かつ、同規則別
表に掲げる措置要件のいずれにも該当しない
こと。
 設計業務等の受託者との関連 本工事に係
る設計業務等の受託者又は当該受託者と資本
若しくは人事面において関連がある建設業者
でないこと。なお、本工事に係る設計業務等
の受託者が設計共同体である場合は、設計共
同体の各構成員又は当該構成員と資本若しく
は人事面において関連がある建設業者でない
こと。（詳細は入札説明書参照）
 入札参加者間の資本・人的関係 入札に参
加しようとする者の間に、資本関係又は人的
関係がないこと。（詳細は入札説明書参照）
 特定建設工事共同企業体 特定建設工事共
同企業体の参加形態を認めている工事におい
て、共同企業体を結成する場合には、入札説
明書を参照すること｡

 会社更生法・民事再生法 会社更生法に基
づき更生手続開始の申立てがなされている者
又は民事再生法に基づき再生手続開始の申立
てがなされている者でないこと。
ただし、当該手続開始の決定後、阪神高速
が別に定める手続に基づく一般競争参加資格
の再認定を受けた者を除く。

 工事成績評定点 阪神高速が発注した工事
のうち、過去２年度（平成30年度及び平成31
年度）に完成し引渡した工事の実績がある場
合は、平成30年度及び平成31年度の工事成績
評定点の平均が２年連続で65点未満でないこ
と。
また、上記に示す一般競争参加資格の認
定と同じ工事工種で令和元年７月１日以降の
公告工事において、しゅん工時の工事成績評
定点が50点未満の通知を受けた日の年度、翌
年度でないこと、あるいは40点未満の通知を
受けた日の年度、翌年度、翌々年度でないこ
と。
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